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２B０５ 

心疾患予防のための新しい健康支援サービス事業について 

＜ウエアラブルデバイス・AI 解析などの最新技術を利用して＞ 

 
○落合敏宏，諏訪園貞明（東京理科大） 

ochiai.t.pc@gmail.com 

 
1. はじめに 

心疾患を予防する技術は急速に進歩しているが、健康意識の高い個人などの利用に止まっており、従

業員向けの利用はみられない。企業向け健康経営支援事業の一環として本技術を実装した事業戦略の可

能性を探る。 
心疾患は日本人の死因第２位であり、発症してからでは完全回復が難しい疾病の１つである。1 

医学的及び技術的な取り組みが進んだ結果、ウエアラブルデバイス・AI 解析技術を用いた心疾患予防技

術は急速に進歩している。他方で、本件についての一般企業における関連知識の普及、従業員の動機付

けや行動変容の難しさ、費用面での問題などもあって、自社の従業員に利用させている企業自体見当た

らない。本発表では、こうした事業を行う企業がそれらを実装するうえでの具体的な仕組みや、その課

題について紹介する。  
企業にとって従業員の健康を守ることは経営の観点からもとても重要であり、人的資源経営が注目さ

れている。2「健康経営」の指標が経産省から提示され、有価証券報告書にも記載する企業が増えてきて

いる。人材をコストではなく資産ととらえ、その資産である人材を企業がどのように扱っているかを有

価証券報告書に記載することになる。 
 一方、現状では「健康経営」について有価証券報告書に記載することが目的となってしまい、従業員

の健康を守るという本来の目的を見失っている企業も少なくない。（歌代（2023））人材を資産ととらえ

た場合、従業員の健康を維持することは重要な経営課題となる。心疾患の場合は、突然死あるいは助か

っても QOL が低下し、それまでの勤務を継続することが困難になることが想定される。企業の持続的

経営を考えた場合、心疾患予防策を実装することは意義があると考えられるが現状はそのようになって

いない。本研究でその理由を解明し実装に取り組むきっかけとしたい。 
 

2. 先行研究 

＜技術１：無症状心臓発作の検出が可能に＞ 
近年、ウエアラブルデバイスを常時装着することで心電図・心拍のリアルタイムデータ取得が可能とな

った。このデータを同時に AI 解析することで不整脈が高精度で検出可能である。 

特に Apple watch は２０２０年に日本でも医療機器承認済みで、実用に耐えうる高い検出精度であった。 

この技術により、自覚症状のない４割の潜在的心疾患患者も含めて心疾患の予防が可能となった。 

（Marco (2019)） 

＜技術 2：米国では複数のウエアラブルデバイスメーカーが医療機器認定取得＞ 

米国のある論文によると、４社のウエアラブルデバイスを用いて不整脈の検出性能の比較がされ、４

製品とも実用に耐えうる高い検出精度を示した。（Manhart D（2023）） 

Google は 2022 年夏には日本での医療機器認定の取得を目指すとのネットニュースも流れたが、今のと

ころ承認には至っていない。ウエアラブルデバイスでの不整脈検出にはスマートフォンとの連動が必要

 
1 心疾患とは心臓が血液を送り出せなくなる病気の総称である。心不全は心臓が何らかの異常により血液を十分に送り出せなくなった

状態を指す。心不全が起こると全身に血液を送り出せないことから、救命率は１分ごとに１０％さがる。救急車を呼んだとしても１か

月後の生存率は７％程度である。つまり、心停止を起こすと高い確率で死に至ることを意味する。（日本 AED 財団 HP） 
日本には推計で 120 万の心不全患者が存在しており、毎年約７万人が命を落としている。 
また、心不全は発症後の完治が困難であり、発症すると 5 年以内に半数は死亡するというデータがある。つまり、予防がとても重要な

病気である。一方で、自覚症状がない人が４割と高く、予防をとても難しくしている。（日本心臓財団 HP） 
2 人的資本経営については、人材版伊藤レポート 2.0 に代表されるように、人的資源に関してコストと考えるのではなく、資産と考え

る経営戦略が見直されている。（経済産業省（2022a）） 
例えば、資産である製造設備についてはメンテナンスコストを計上して予防措置をとる。 
同様に、人的資源に対しても健康維持のための予防アクションをとってもよいのではないか。そのアプローチとして「健康経営」とし

て従業員等の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する取り組みを始める企業が増加してきている。（経済産業省（2022b）） 
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となるため、Google などアンドロイドにも対応できるウエアラブルデバイスが承認されることで心疾

患予防のすそ野が広がることが期待できる。 
＜ウエアラブルデバイス3導入の難しさについて＞ 

2017 年には健康増進を目的としたウエアラブルデバイス導入を行う健康保険組合が出てきた。

（PRTIMES（2017））主目的は歩数測定など運動量を従業員に自覚させ、運動を促すことにあった。中

部電力では健康増進を目的にウエアラブルデバイスを全社員 1 万 4000 人に配布した。人事部門から配

布をすると従業員からデータを人事評価に使われるのではないかとの懸念が出ることを考慮し、人事か

ら独立した安全健康推進室が配布を行うこととし、着用は任意とした。会社とのデータ連動に約半数が

同意という結果となった。測定項目は 1 日のアクティビティや睡眠データであった。無料配布かつデー

タ連動は任意、さらに取得データは疾患とは直接関係のないものであったにもかかわらず、データ連動

が約半数であった。（中部電力 HP,日経 XTECH（2023））4 

 
＜行動経済学的：受診率向上アプローチ＞ 
マンモグラフィーによる検出精度の向上がみられ、40 代まで検診対象者が引き下げられた 2004 年以

降ほぼ 20 年経過しているが、いまだに目標受診率 50%に到達せず、40%台に止まっている。がんの中で

も 5 年生存率が低い乳がんであり、かつ、無料検診であっても、受診率が低いレベルにとどまっている。

（森本（2009）） 

乳がん検診5受診行動の行動変容のための介入研究によると、行動経済学的アプローチを用いること

で、乳がん検診受診率の低いグループに行動変容を促し、受診率を 6%から 20%へと引き上げることがで

きた。（平井（2013）） 

 

3. 事案の概要 

＜本研究の目的＞ 
2020 年にウエアラブルデバイスが心疾患予防可能な医療機器と承認されたが、その利用は一部の健

康に関心のある層でとどまっている。近年、我が国では超高齢化による労働者人口の減少が社会課題と

なっている中で、従業員の健康を守ることは事業継続にとって重要な経営課題ととらえられるようにな

ることが期待される。 
本研究では、企業が心疾患予防を導入しない理由について分析し、導入に向けた障害を見つけ出し、

すみやかな心疾患予防への取り組みを行うためのプランに結び付けることを目的としている。 
 
＜課題＞ 
この技術の利用が健康意識の高い一部の個人利用に止まっていることである。たとえば、企業の社員な

どの心疾患予防につながっていない。なぜならば、現在の心疾患検診の問題点がある。 

その問題点とは、健康診断時の短時間の心電図では不整脈を検知できないため、ほとんどの場合、異常

なしの判定になることである。心臓に異常なしとの結果を得た人が、心疾患予防のためにウエアラブル

デバイスを購入して装着する可能性は低いと想定される。 

現状、私が調べたところ、従業員の心疾患予防にウエアラブルデバイスを利用している企業は見当たら

なかった。 

 
＜課題解決の糸口＞ 
最新の技術では、AI 解析アプリを使用することで、これまでできなかった、非発作時の心電図からハ

イリスク患者の検出が可能となった。この技術を健康診断に用いれば、これまで「異常なし」となって

見逃していた社員の中からハイリスク者の検出が可能となる。検出精度は８０％と非常に高い数値を示

しており、医療機器としての承認も２０２２年に取得している。 

 
3 ウエアラブルデバイスとはスマートウォッチやスマートグラスとよばれる装着するタイプのデバイスの総称である。装着していても

気にならない腕時計や眼鏡にセンサーを搭載することで常時装着を可能とし、心拍・表面体温などのバイタルデータの取得や、歩数な

どの運動データの取得を可能としている。これらのデータに AI 解析を加えることで身体の異常の検出や消費カロリーの計算などを行

い、健康維持に必要なデータのモニタリングが可能となる環境が整いつつある。 
4 フィットビット着用（中部電力 HP）, 従業員と会社とのデータ連動（日経 XTECH(2023) 
5 マンモグラフィーを用いて乳がんの早期発見を行う検診。検出精度は約 80％（日本対がん協会ＨＰ） 
乳がん検診の歴史を参考にするとマンモグラフィーの導入は、日本はＵＳの約 20 年後であった。また、導入後の検診受診率も向上して

きたものの 40％台と目標である 50％にまだ届いていない。欧米の受診率は 60-80%。（森本（2009）） 
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医療と直接関係のない機能でも従業員に抵抗感があったことから、「心疾患の検出機能」がついたウ

エアラブルデバイスを従業員に着用してもらうためにはさらなる繊細な配慮が必要となることが想定

される。乳がん検診の事例を応用し着用率向上のためのアプローチについて検証を行いたい。 

 

4. 考察 

＜仮説＞ 
「心疾患予防技術は急速に進歩しているが、健康意識の高い個人などの利用に止まっており、企業向

けの利用がみられないのはなぜか？」について仮説を立てて検証を進めている。仮説は３つある。 
まず、情報の視点、心疾患予防技術の最新情報（心疾患が予防可能であること）を企業は認識してい

ないのではないか。 
次に、従業員の視点、従業員から強い導入要望が来ていないのではないか。あるいは、従業員がウエ

アラブルデバイス着用について心理的不安を持っているのではないか。 
最後に、費用対効果の視点、この技術に投資する価値があるかどうか経営判断が難しいのではないか。

あるいは、情報が古く、最新技術を用いた上での費用対効果検証に至っていないのではないか。または、

健康経営の一環として取り組みたいが採算性を含め事業戦略として立案できていないのではないか。 
以上、３つの視点から仮説の検証を行う。 
 
＜情報の視点＞ 
仮説 1 つ目の情報の視点について、医療保険支出削減を目指して、従業員の健康維持に取り組む健康

保険組合の行動原理を考察してみた。医療費の支出ランキングでは心疾患は 19 位と、トップ 10 に入っ

た生活習慣病（高血圧・高脂血症・糖尿病）と比較して低かった。（健保組合医療費上位 30 疾病に関す

る動向調査（2019））支出の観点からは、心疾患予防よりは生活習慣病の改善の優先順位が高いと考えら

れる。よって、健康保険組合任せではなく、企業は自ら従業員の健康維持に取り組まないと、医療費負

担以上に企業経営にインパクトのある人材の突然の損失（死亡・後遺症）を予防する機会を失いやすい

状況にあるのではないか。 

企業が従業員の健康維持を委託している健康保険組合に対して、「心疾患予防」に関してどのように

検討しているか調査を行った。コンタクトが取れた健康保険組合に「心疾患予防」について話を聞きた

いと問い合わせをしたところ、「心疾患予防」には取り組んでいないとの返信のみで、それ以上話を聞く

ことができなかった。また、元健康保険組合理事長にインタビューをしたところ、健康保険組合の経営

の難しさについて話を聞くことができた。超低金利により資金運営による収入が見込めないことにより、

経営が保険料頼みとなっている現状がある。一方、組合員及びその扶養家族の高齢化が進んでおり、支

出である医療費は年々増加している。よって、健康保険組合にとっての経営上の優先順位はどのように

存続するかあるいはいつ解散するかの見極めの極めて重要な局面にある。つまり、「心疾患予防」という

項目は相対的に小さいインパクトであり、存続の危機にある健康保険組合が取り組める課題とはなりに

くいことも考慮する必要がある。 
予防医療に関する最新情報のアップデートを企業がどのように行うとよいかについて検討を深めた

い。具体的には、心疾患予防の実装に関して画期的な役割を果たすことが期待される次の技術を題材と

したい。その情報とは２０２３年４月日本医学会総会にて東京医科歯科大学のグループが発表した、「非

発作時の心電図情報の AI 解析により、心疾患ハイリスク患者を高精度でスクリーニングする技術」の

ことである。本技術は 2022 年医療機器承認済み。検出精度は８０％であった。（日本医療研究開発機構

報告書（2022）） 
これまでは発作時の心電図でのみ心疾患を判別していたため、通常の健康診断時の心電図で心疾患の

検出はほぼ不可能な状態であった。枯れた技術である心電図に最新技術の AI 解析を組み合わせること

で心疾患予防の実装に向けて大きな可能性を示している。 

 
＜従業員の視点＞ 
仮説２つ目の従業員の視点について行動経済学的アプローチを用いて考察する。 

仮に、企業がウエアラブルデバイスを無料で配布したとして、従業員は心疾患予防に協力するのだろう

か。先行研究の乳がん検診の事例では、行動経済学の手法を用いて、ある集団の受診率の向上に成功し

た。この事例が心疾患予防にも応用できると考え、検証のためのアンケート調査を計画中である。 

アンケート内容に先ほどご紹介した新技術の有無を加えることで、健康診断時にハイリスクと診断され
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た人が、積極的に予防行動を取るように促せるかどうか、検証を進めていく予定である。 
 
＜費用対効果の視点＞ 
仮説３つ目の「費用対効果」について、東京医科歯科大の研究グループが開発した心電図＋AI 解析に

より、健康診断時にハイリスク者の検出が可能となった。この利点は２つある。1 つ目は先ほど述べた

従業員に行動変容（ウエアラブルデバイス装着）をより行いやすくすることが期待できること。2 つ目

はハイリスク者をスクリーニングすることによるウエアラブルデバイス配布数量の削減である。これに

より、全員配布と比較して効率よく・無駄を極力抑えて心疾患予防に取り組むことが可能となる。 
現状、心疾患患者は全人口の１％と推定されている。（日本心臓財団）スクリーニングにより精度が８

０％まで高まることで、配布すべきウエアラブルデバイスは理論上 100％から 1.25%に激減する。1000
人規模の企業でも 60 万円の出費で全員を心疾患から守ることができる計算となるため、費用対効果と

しては試験的導入もしやすくなることから、導入に踏み切る企業が出てくるのではないか。また、匿名

性を確保したうえで取得したデータセットを提供することで、一定の収益を得ることも期待できる。こ

れにより、より健康維持事業に対する金銭的な負荷を下げられる可能性がある。6 
 

5. まとめ 

企業による心疾患予防技術の実装について、従業員を人的資本としてとらえ、企業経営の重要な要素と

して取り組む価値について検証を進めている。ウエアラブルデバイスと AI 解析技術の進歩により、従

業員の心疾患を予防できる時代になった。一方、その実装はなかなか進まない。その要因を「情報」「従

業員」「費用対効果」の観点から分析し、実装につながる糸口を探していきたい。突然の心不全により従

業員を失い、企業活動に多大な影響を与えるだけでなく、従業員とその家族の人生を大きく変えてしま

う事態が起こることを避けるべく、実効性のある提案につながるようさらに研究を進めていきたい。 
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6 ＜費用の計算例＞従業員 1000 人の場合、心疾患患者は 10 人。全員に配布の場合は 1000 個必要だが、スクリーニング後であれば

12.5 個（12.5ｘ80%=10 人）ウエアラブルデバイスの単価を 4 万円とした場合、費用は 4000 万円 vs 60 万円 
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